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'. はじめに 

我が国の工学教育は、 明治時代の創設 期 には英国を手本にして 成 
立し、 第二次大破後は 多くを米国のシステムを 参考にしながら 発展し 

てきた。 20 世紀後半に日本が 経験した製造業における 成功の一因に 

は、 諸外国との比較において、 大学で「エンジニアリンバ」を 習得した 

学生の量と質に 拠るところが 少なからずあ ったのではないだろうか。 

gCM 年代には、 情報通信技術の 急速な浸透が 産業の様々な 側面に 

多くの劇的な 変化をもたらした。 特に、 情報通信基盤の う えで多様な 

情報処理を実施する 技術の進歩と 関連する応用領域の 広がりは、 高 

等教育における 人材育成に対して、 新たな要求をつきつけているとい 

えよう。 

本研究では、 情報通信技術の 革命的，進展によってもたらされた 産 

業 上の変化に対して、 大学における 情報処理教育のおかれた 現状を 

踏まえ、 技術政策上の 課題を検討する。 

以下では、 2 で、 本稿で取り扱う 問題を科学技術政策の 視点から 焦 

点 をあ て関連する研究を 述べる。 3 では、 問題の背景として、 情報近 

信技術変化、 特にソフトウエア 生産に関する 変遷の概略とわが 国の 

ソフトウエア 生産の現状を 述べる。 また、 4 では、 同じく問題の 背景と 

して 正 EE や ACM としち米国に 拠点を置く学会を 主流とする目標的な 

情報処理教育カリキュラムの 潮流を述べる。 また、 我が国の情報処 

理教育の変遷について 言及し 、 5 では問題点の 整理と考寮を 行う。 6 

では，我が国の 一般的な学部レベルでの 情報処理教育の 実情を踏ま 

えつつ「ソフトウェア・エンジニアリンバ」分野の 内容をより充実させる 

ためには何が 必要であ るかという視点からの 提言を行う。 

なお本稿は・ 文献 [7] に加除 傍 正を施したものであ るが、 本稿の内 

容と主張は筆者の 個人的な見解によるものであ り、 文部科学 省 あ る 

いは科学技術政策研究所の 公式見解ではない。 

2. 問題の所在挺する 研究 

ソフトウェアなどの 関連技術の急速な 進化に対して、 教育内容をど 

のように対応させるかという 問題は、 教育 組 俺のマネージメント、 ひ 

いては国の科学技術政策の 視点からも重要な 問題であ る。 ここでは 

特に 、 ㏄年代後半からからコンピュータサイエンスと 周辺のエンジニ 

アリング分野の 位置づけと ガノ キュラムのあ り方について 活発な議論 

か 行われてきた 経緯に着目する。 例えば、 文献Ⅲ [3] で交わされてい 

る詳論は、 インターネットとその 利用技術の急速な 普及 に 、 大学の教 

育カリキュラムを 効果的に対応させる 必要性を論じている。 

また、 特に我が国では、 国立大学の制度改革という 節目をむか え 

  省 ・科学技術政策研 ) 

て 、 教育・研究の 内容に対するガバナンスのあ り方に関してステーク 

ホールダ一の 関心が集まっているといえよう。 従来から、 例えば、 文 

献回などでは、 諸外国の制度との 比較にもとついて 我が国の高等教 

育機関のあ り方について 検討されている。 この中で奥家は、 米国の 

高等教育・研究システムと 産業発展の相互作用を 論じた ぅ えで、 日本 

の 大学改革への 含意として、 制度の見直しを 提言している。 また舘も、 

米国の高等教育との 比較において 特に日本の大学における 職業教 

育の位置づけに 関して言及し、 工学・農学分野における 職業教育充 

実の重要性を 説いている。 

本稿は、 同様の論旨を 展開するものであ るが、 特に、 情報処理に 

関連する高等教育に 特化して詰論する。 

まず、 簡潔に主な論点を 整理してみたい。 職業教育の視点からは、 

情報処理教育を 通じて実務的な 知識の習得を 行うのか、 あ るいは価 

値の創造に繋がる 普遍的な知性を 練磨に重点を 置くべきなのかとい 

う論点であ る。 技術の陳腐化が 激しい分野においては、 こうした詳論 

は 切実であ ろう。 卒業後の関連産業で 即戦力となることを 求める視点 

からは、 前者への比重が 求められる。 

また、 ソフトウエア 生産技術に関する 教育の比重を 大きくしなけれ 

ばならないという 視点からの議論もあ る。 情報処理教育として、 当該 

分野の歴史的な 発達に東博されたコンピュータサイェン ス に比重が 

大きいが ノ キュラムでは、 技術者教育としても 不十分であ るという点で 

あ る。 急速に拡大した 情報通信技術分野の 雇用において、 多くの卒 

業生のキャリアパスに 必要な知識を 提供できないという 問題であ る。 

総じて、 後述するような 急激でかつ本質な 技術進化に遭遇し、 何ら 

かの対応が求められているのであ る。 

例えば、 文献血で、 筆者らが実施した 調査では、 90 年代後半の技 

術環境の変化が 情報リテラシー 教育の内容に 大きな影響を 与えた事 

実が如実に示されている。 特に・米国や ヵナダ では、 教育内容の境 

界線を見直し、 効果的な情報処理教育を 実施しようという 試みが進ん 

でいる。 これは，具体的には、 後述するカーネギーメロン 大学や ジョ 

一 ジア工科大学等の 例に見られるように、 大学の教育 組 俺の力信な 

改革に帰結している。 北米の大学を 対象とした Be 弔 he@ らの経年調査 

によると田、 情報処理教育を 実施する大学において、 教育 組 億の財 

政基盤、 設備規模等の 点から近年大きな 変化が現れていることが 説 

明 できる。 

本稿では、 情報処理教育のおかれている 問題を分析し、 これに対 

して科学技術政策上の 考察を述べることを 目的とする。 
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"   m 背景       一 m" 
以下では、 まず情報処理 (com ゃ 日向めに関連する 技術進化の概要を 

踏まえたうえで、 我が国のソフトウェア 生産の規模、 大学教育の規模 

と変遷の概要を 述べる。 

"" ' 搬硬 
我々が日常生活で 手にする「情報処理」能力はこの 10 年間で劇的 

に増大した。 平均的なパソコンの 演算速度は、 1997 年ごろのクロソ ク 

周波数で 100M 山程度であ ったのに対して、 現在は数 G 臣 となってい 

る。 また、 一般家庭においてインターネット 接続回線を保有する 人口 

比率は 1997 年末で 92% であ り、 5 年後の 2002 末には、 利用者は 

呂 2.% に 達し過半数を 超えた。 

また、 一般的なアクセス 回線の伝送速度は、 この間数～数十仏体 

程度から数十 M め s に至っている。 情報処理能力を 演算速度と通信容 

量の積で測るとすると、 この 5 年間に数万倍に 達したことになる。 その 

上 、 この劇的な処理能力は、 研究室から一般家庭やオフィスに 幅広く 

普及したのであ る。 こうした情報処理能力の 増大は、 社会活動におけ 

るソフトウェアの 役割を益々重要としている。 

例えば、 現在、 医療技術分野で 重要であ ると考えられている 技術と 

して、 テーラーメード 医療があ る。 これを実現するのは、 患者の個人 

情報に関する 大規模な情報流通と 運用管理機能であ る。 これは、 イン 

ターネット と ウエッフを利用し、 大規模なデータベースと 安全な情報交 

換網を具備することなしには 実現できない。 

すな ね ち、 劇的な情報処理能力の 増大とその社会への 浸透とし ち 

状況は、 情報処理の応用において、 技術の連用能力を 油養するため 

の 高等教育の規模の 急速な拡大を 求めているといえる。 

  <DWS:.<D)SS. 

現在、 情報処理教育を 受ける学生の 規模は、 全国の理工系情報学 

科が加盟する「理工系情報学科協議会」によると、 情報処理に関連す 

る関連する学部・ 学科は全国で 1 ㏄余り ( 大学院を含めた 2 ㏄ 4 年現在 
の会員数は、 274) であ る。 大学学部と大学院から 年間に輩出される 

新卒の総和は・ 概算で「万人強であ る。 

3. 3 我が ロ のソフトウエア 生産の産主規模 
次に、 日本のソフトウェア 生産の規模とその 量的拡大の様子を 見 

てみる。 経済産業省の 行う「特定サービス 産業動態統計・ 情報サービ 

ス業」によると、 同産業分類の 平成 15 年度の売上高は 約 14 兆円であ 

る。 従業員数もほ ほ 売上高と同棟の 傾向を示しながら 推移してきてお 

り 、 平成 15 年度現在 57 万人とされている。 

生産されるソフトウェアは、 ①業務用ソフトウェア、 ②パッケージソ 

フト、 ③組み込み型ソフト、 ④ゲームソフト 等に大別できる。 ①は、 生 

産管理や販売管理など、 いわゆる基幹業務に 関連するプロヴラム 開 

発であ る。 ②は、 多くの場合は 特定業務用のソフトウェア 部品の開発 

であ る。 既存のパッケージソフトウェアを 顧客企業の業 糊こ 合わせて 

調整することもこの 部分に相当する。 ①～④は、 開発総額の大きい 

順であ る。 

こうしたソフトウェア 開発を含むサービスの 対象となる業界の 事情 

はどうか。 あ る調査によると、 サービス業 (22.4%) 、 金融業 (18.4%) 、 

製造業 (13.6%) 、 官公庁 / 自治体 (12.8%) 、 通信業 (7.8%) 、 その他 

(7.7%) であ り、 広範囲な産業分野に 及ぶことが分かる。 

上記統計にあ らわれないソフトウェア 開発もあ る。 例えば製造業等 

において生産ラインの 導入に付随してソフトウェア 開発が行われるよ 

うな場合は本統計値に 反映されない。 また、 自動車エンジン 制御用ソ 

フトなどの組み 込み型ソフトも 同様であ る。 このような「情報サービス 

産業」以覚のソフトウェア 開発の総額も 数兆円程度あ ると推計され、 

国内で年間生産されるソフトウェアの 産業規模は釦兆円程度と 推計 

される。 

'   。 耐 変遷 
本節では、 日本での情報処理教育の 変遷を振り返ってみる。 1 ㏄ 0 
年代に電子計算 枝が 誕生し、 19 ㏄年代の後半に 入ると、 制御・通信・ 
計算機，応用数学に 関する学問分野が 拡大した。 各大学はこうした 状 

況に呼応し、 新しい教育の 体系を作り始めた。 

まず、 1959 年に、 京都大学工学都に 数理工学科が 設立されたのが、 

ここでいう情報処理カリキュラムの 出発点といえる。 設立の目的は、 

「工学における 各専門学科の 共通領域と境界分野を 総合的にとらえる 

ことのできる 研究者・技術者を 養成することにより、 専門細分化による 

科学技術の栓路を 克服して、 学問と産業の 飛躍的発展を 期する」と 誼 

われている。 同大学では、 後の 1970 年に工学部に 情報工学科が 設 

立された。 現在これらは 融合し「情報学科」となっている。 

また・東京大学では、 1962 年に工学部の 応用物理学科の 改組によ 

る「計数工学科」が 設置されたのが 最初であ る。 1970 年に理学部附属 

情報科学研究施設が 設立された。 後の「情報科学科」の 前身となって 

いる。 この時期は情報化社会の 黎明期にあ たり、 情報学の研究と 教 

育の重要性が 強く認識され、 ほかにも東京工業大学理学部に 情報科 

学科・電気通信大学工学部と 山梨大学工学部に 計算機科学科などが 

設置された。 さらに、 ㏄年代に入ると 情報処理技術者不足が 叫ばれ、 

情報工学系の 学部，学科が 次々と新設された。 最近の例を幾つか 挙 

げれば、 社会科学分野と 情報処理分野の 融合を狙った「経営情報学 

部」 ( 多摩大学・ 1989). コンピュータ・サイエンスを 専門に取り扱う「コ 

ンピュータ理工学部」 ( 会津大学、 1993) 、 ソフトウエアを 指向する「ソフ 

トウエア情報学部」 ( 岩手県立大学、 1998) 、 など 特傲 のあ る学部学科 

が設置されている。 

こうした国内の 情報処理教育に 関する変遷からその 特敬 は 、 次の 

ようにまとめられると 考えられる。 ①日本の情報教育は 国立の大規模 

総合大学が先導し、 地方国立大学や 私立大学がそれに 追従する形で 

発展してきた。 ②カリキュラムや 教員組 億は 、 電気系学科などの 既存 
の組 俺が 、 教育内の漸進的な 変更として実施してきた。 ( 抜本的な改 
変 はなされなかった ) ③比較的小規模の 大学が創設される 捺に、 情 

報処理に関連する 即時的で斬新な 内容を持つ情報処理教育 ガ 」キュ 

ラムの策定が 試みられてきた。 
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4. 荷田の背景 2     米国を主流とする 教育の湖 流 
以下では、 先導する米国学会のモデル か 」キュラムの 策定を概観 

し、 技術進化の現状に 対応するためには・ 世界的な標準としてどのよ 

うな教育内容が 求められているか 検討する。 

4. ] モデル ガ Ⅰキュラム 

ACM( 尽 s ㏄ ia ゼ ㎝㎞ CW ゅ山 ng № chi 旭 Ⅳ ) と EEE/CS( Ⅱ e 

h 田 bb 飴寸 Elec ㎡ d  and 三 lec 廿 ㎝ ics 三 ndnee は ， hc ノ Co,npu ㎏ r 
S ㏄ ie 切 ) は、 米国に本部を 置く世界最大規模の 計算機学会および 電 

気・電子工学会であ る。 彼らは 19 ㏄年代から過去 数 回にわたって モ 

テ ル か 」キュラムの 策定を行ってきた。 こうした経緯を 経て、 ]99]  年 

には、 共同で CClg9] を、 そして、 その ]0  年後にあ たる 2 ㏄ 1  年に、 

最新の CC2ml(Comp 田 ngCu ㎡ c Ⅱ um  2m  ) の策定を行っている。 

CC2m] では、 情報処理㏄ 巾 p 山 nd 領域を CS(C ㎝ puter  釦 ence) 、 

C 目 COn]pu ㎏ rEndneehng) 、 SE(S ㎡㎞ a 捜三 ndneeh ㎎ ) 、 IS( Ⅲ七 %a 廿 ㎝ 

Sys ㎏ m) の 4 分野に明確に 分けている。 CS は、 アルゴリズムやデー 

タ構造など情報処理の 数理的背景をあ たえる。 CE は、 数値計算、 グ 

ラフィックスなど 計算機の技術的な 活用を指向する。 @S では情報処理 

、 ンステム と 企業や経済活動との 関係を扱う。 また、 SE は、 ソフトウェ 

アの生産に関る 技術を指向する。 

カツ キュラムでは、 それぞれの分野に 属する科目部品 ( コンポーネ 

ント ) の集合から成り 立っており、 教育機関がどの 方向性を取るかに 

応じて・必要な 部品が定められる。 ここで、 CS は 、 全ての 4 つの領域 

に共通する「 接 CO 旺 ) 」であ ると位置づけられている。 

。   " % お   % 抽報 
ソフトウェアエンジニアリンバ 分野では、 ソフトウェア 設計や生産を 

目的としている。 このため、 プロバラミンバの 演習に加えて、 「ソフトウ 

エアライフサイクルやプロセスモデル」、 「要件聴取、 迅速な プ ロトタイ 

ピンバ」、 「モデル化、 テスト、 製品管理等のツールに 関する知識」な 

どの海 養 が重要となる。 
まず、 カーネギーメロン 大学の事例を 述べる。 同大では、 S 日 

(So キ va 鵠三 nginee 「 hngIn 田田㎏ ) が国防総省の 資金を受けて 設立され、 

実践的な研究を 行っていると 共に、 職業人に対する 多くの実践的教育 

プロヴラムを 提供している。 例えば「ペアプロバラミンバ」という 演習で 

は、 プロバラム開発を 機能の実装者とその 検証者の対により、 並行的 

に進める手法であ る。 現在は、 プロバラムの 品質に関する 要求が高 

まっており動作検証を 意識した生産方法は 先進的な技能とされてい 

る 。 

また、 企業との協調によって 実施する演習もあ る。 現実のビジネス 

の要求を学生側が 分析し、 ソフトウェアの 設計仕様を作成する。 それ 

に基づいてプロバラミンバを 実施するのであ る。 これは、 いわば学生 

側が企業からのソフトウエア 生産の「仮想的な 請負 ] を実施するような 

ものであ る。 そのほかには、 PSP 打 SP と呼ばれる手法、 リエンジニア 

リング手法、 穏 UP( 円 tionaalUn 市 edPr ㏄ e ぉ /UML) などが教授されてい 

る。 

別の事例としては、 例えば、 ジョージア工科大学では、 19 ㏄年に設 

立された 新 ⅡⅠ学部が 、 「㏄Ⅱ 雙 Ⅰ C ㎝ ゃ田 ㎎」として設立されている。 
この学部は、 同大のなかで「工学部 は掛篤 e Ⅰ日ま㏄ en ㎎ ) 」、 「理学 

部 は甜 ege ㎡ お e,.Noe) 」と並立する 位置づけとなっている。 同大学が 

情報処理分野の 教育を重視することの 現れであ る。 同大学は、 ここ数 

年 、 教育機関としての 外部評価でランキングを 上げている。 

要するに、 北米においても 教育 組 構を改変し、 技術進化の合致した 

教育内容を提供するためには、 大きな犠牲が 払われてきた。 しかし、 

技術を取り巻く 環境への教育機関の 適応は、 総じて柔軟かっ 迅速で 

あ るといえる。 

。   """ 。 酷 " 
要するに、 約 20 兆円規模のソフトウェア 生産において、 その主要 

部分は多様な 顧客企業等の 要求する業務用ソフトウェアを 開発する 

ことであ り、 全体のほ @ ～ 8 割となる。 この ょう にソフトウェアの 生産は 

産業規模としても 相当大きく、 他産業の競争力への 波及効果も大き 

  
我が国でも、 情報処理教育の 最初のか」キュラムが 策定されて以 

来、 情報処理教育として 何を教えるべきか、 随時検討が繰り 替えされ 

てきた。 基本的には ACM のモデル カツ キュラムに沿った 方向で検討 

が行われ、 各大学はその 内容を反映した 教育 ガ 」キュラムを 導入して 

きた。 

しかし、 総体としては㏄ 年代の中盤に 起こったインターネットの 爆 

発的利用の拡大、 ウェ ブ の登場などの 変化には◆ 分 対応できていな 
い 。 近年の情報処理に 関する技術変化が「劇的」であ ったのに対して、 

総じて、 大学のモデル カツ キュラムへの 対応とその批准は「漸進的」 

であ ったといえよう。 以下では、 この原因を考案する。 

  
まず、 国立大学において 新学部・学科の 認可の過程を 振り返って 

みる。 工学都は、 土木、 機械、 電気、 化学といった 20 世紀中盤の主要 

産業を柱にして 成立している。 このため、 新しくできる 情報処理の学 

科は、 主に電気工学系からの「定員増」や「予算要求」という 形で成立 

した。 

斬新な領域を 狙って設立された 新設大学の場合も 変革は容易では 

ない。 大学設置基準は 平成 3 年の「大網化」という 規制緩和を経たも 

のの、 最初の卒業生が 誕生する完成年度まで・ 同一のか」キュラム 

を保障すること、 また、 入学時点に学生に 提示したが ノ キュラムの内 

容を卒業まで 保障すること、 などが求められる。 これは、 一定の理念 

に 基づいた教育を 保障するためには 不可欠であ るが、 技術進化に対 

応するには不利に 働いたと考えられる。 

。   " " 制 """ 
日本の工学部の 教育全般として、 大きな 特紋と 考えられる点は 、 4 

年次における 研究室配属であ る。 3 年次までのマスプロ 教育の上に、 

仕上げはギルド 的な雰囲気の 中で研究活動を 通じた教育を 実施する。 
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このことも、 初めに国立大学の 工学部が、 主に講座制というより 細分 

化した学問分野を 指向する単位によって 成立したこと 影岳 されている 

と考えられる。 教育 組 億を構成する 個々の研究室では、 自分達にとっ 

ての特定の研究領域に 典 妹があ る。 また、 研究指向が強い 大学ほど、 

教 鼻の評価は論文などの 研究成果が主体となる。 このため、 組俺全 

体 として実務教育や 新しく誕生した 領域を目指すのは 難しかったと 考 

えられる。 

すなね ち、 技術環境の変化に 合わせた教育を 提供するよりも 確立 

されたコンピュータサ ィェ ンス領域における 研究活動に関連する 教育 

内容に重きがおかれ、 結果的に産業の 求める教育内容の 対応が遅 

れたのではないか。 

。 " 3 ㍾ " 。 " 。 "" 。 "" 
米国流の技術者教育に 合わせる、 という視点からは、 既存のモデ 

ル ガ 」キュラムに 照らし、 それへの準拠の 状況を外部機関によって 評 

価するとしち 方向があ る。 1998 年には、 「エンジニアリンバプロバラム 

学位に繋がる 教育プロヴラムの 同等位の認証協定」、 別名「 ワ シント 

ノ アコード」が 結ばれている。 同協定にもとづくⅠ ABEE( 日本技術者教 

育認定機構 ) により、 技術者教育も 国際的な基準で 評価されようとして 

いる。 これに関しては、 情報処理学会の 情報処理教育カリキュラム 策 

定委員会でも、 外部評価や国 捺 基準に則ったアクレ チィ テーションの 

導入によって、 情報処理分野における 社会的要請と 教育内容の溝が 

埋まると考えている。 このため、 ソフトウェア 産業へのアウトカムとし 

て情報処理教育の 充実を重視する 教育機関では、 ソフトウエア・ ェン 

、 ジニアリンバ 教育の強化が 求められる。 逆に言えば、 そうした実践に 

より、 その教育機関の 市場競争力が 高まる効果も 期待できる。 

しかし、 現実には、 いま国内の学部，学科で、 米国の評価機関であ 

6 帖 ET(meAcc 噂 d 掩も㎝ B ㏄㎡ for 三 nginee 「 dngandTechnoloW) の 

審査基準 こ SE 分野で合格するところは 皆無であ ろうというのが 専門 

家の見方であ る。 これは、 日本の大学の 質の問題というよりは、 北米 

との制度的な 差異によるところが 大きいと考えられる。 

。   政策提。 

これまでの議論に 基づいて、 以下では、 我が国の一般的な 学部レ 

ベルでの情報処理教育の 実情を踏まえつつ「ソフトウェア・エンジニ 

アリング」分野の 内容をより充実させるためには 何が必要であ るかと 

いう視点からの 提言を述べる。 

第一に大学のか」キュラム 策定にあ たって 、 広く産業界の 要望を取 

り入れる機構の 整備が重要であ る。 特に地方大学においてその 地域 

の産業の要望に 対応する努力が 一層必要となるであ ろう。 

第二点として、 産学連携の枠組みとしては、 論文や特許という 研究 

成果の移転という 形態に加えて、 教育面でも積極的に 知識の交流を 

行うという姿勢が 重要であ る。 

第三点として、 大学教員の評価のあ り方として、 教育内容の技術進 

化への対応の 度合いを 組億 として積極的に 評価するような 体制が必 

要であ る。 日本の大学では、 教員の業績評価で、 学会論文の発表数 

を 強く指向する 傾向があ る。 そこで、 教員が実務指向の 教育を行うこ 

とに対して明確なインセンティブを 持ちうるような 配旗 が必要であ る。 

現在、 国立大学の独立行政法人化を 経て、 教育 組 ほのマネージメント 

のあ り方も議論の 対象となっているところであ る。 情報処理教育技術 

進化への対応には、 教員の雇用方針の 転換、 任期制の導入、 定年年 

齢の再検討、 教員定員の柔軟な 運用等が想定される。 

第四点として、 外部評価の導入を 効果的に実施する。 などで教育内 

容を刷新しようとする 動きが顕著であ る。 しかし、 情報技術の進化と 

それが他の学問領域に 与える 影 害は本質的な 変化をもたらす。 この 

ため、 既存の教育 組 窩の外部評価だけでは、 技術進化に追随する 教 

育を提供できない 恐れがあ る。 そこで、 ステークホールダーを ェンジ 

二 アリング教育全体の 統括者とするような 抜本的な改革が 必要であ 

ろう。 

7. むすび 

情報処理技術の 拡大と昔 及 、 それに伴 う ソフトウェア 生産の量と質 

の両面における 変化は、 ここ 10 年 程度の間に起こった 劇的な変化で 

あ るといえる。 こうした技術的変化を 経て、 ソフトウェアの 生産力と品 

質が国の競争力にとって 重要であ るという認識が 内外において 高ま 

っている。 

こうした環境において、 日本の大学における 情報処理教育は、 実践 

的なソフトウェア・エンジニアリンバ 教育の比重を 増大させ、 その質を 

一層高める努力が 技術政策上重要であ ると考える。 
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